
議案第３号 

鳥取県税条例の一部を改正する条例 

次のとおり鳥取県税条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項の規定により、本議会の議決

を求める。 

令和２年４月24日提出 

鳥取県知事  平  井  伸  治   

 

鳥取県税条例の一部を改正する条例 

 

（鳥取県税条例の一部改正） 

第１条 鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 

改       正       後 改       正       前 

  

―
1
1
―



（徴収猶予の申請手続等） 

第６条の３ 略 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の申請手続

等） 

第６条の３の２ 法附則第59条第２項の規定による申請をしようと

する者は、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなけ

ればならない。 

(１) 新型コロナウイルス感染症等の影響による事業収入の減少

等の事実（法附則第59条第１項に規定する新型コロナウイルス

感染症等の影響による事業収入の減少等の事実をいう。次項に

おいて同じ。）があること及び徴収金の全部又は一部を一時に

納付し、又は納入することが困難である事情の詳細 

(２) 徴収金の年度、税目、納期限及び金額並びに徴収の猶予を

受けようとする金額及びその期間 

（徴収猶予の申請手続等） 

第６条の３ 略 
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(３) 徴収の猶予をする金額を分割して納付し、又は納入しよう

とする場合にあっては、それぞれの期限及び金額 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

(１) 新型コロナウイルス感染症等の影響による事業収入の減少

等の事実を証するに足りる書類 

(２) 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類 

(３) 猶予を受けようとする日前の収入及び支出の実績並びに同

日以後の収入及び支出の見込みを明らかにする書類 

 

（耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の減額に関

する申告） 

第91条 略 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の減額の特例に関する申告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の減額に関

する申告） 

第91条 略 
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第91条の２ 法附則第60条第１項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第１項の規定の適用を受けようとする者は、

知事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した申告書

を知事に提出しなければならない。 

(１) 住宅を取得した者の住所及び氏名 

(２) 住宅の所在、家屋番号、用途及び床面積 

(３) 住宅を取得した年月日 

(４) 耐震改修に係る契約の締結年月日 

(５) 耐震改修の完成年月日 

(６) その他知事が必要であると認める事項 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、第92条の２に規定する徴収猶予の申告書を提出した

場合にあっては、第１号及び第３号に掲げる書類を添付すること

を要しない。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に
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規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第60条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 

(２) 当該住宅が耐震基準に適合することにつき法第73条の27の

２第１項の総務省令で定めるところにより証明する書類 

(３) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第60条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(４) その他知事が必要であると認める書類 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第60条第１項の

規定により読み替えて適用される法第73条の27の２第１項の規定

の適用を受けようとするものは、住宅の取得につき同項の規定の

適用があるべき旨を付記した第84条第１項の申告書を提出するこ

とにより、第１項の申告書の提出に代えることができる。この場

合においては、第84条第１項の申告書に前項の書類を添付しなけ

ればならない。 
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（耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の徴収猶予

に関する申告等） 

第92条 略 

２ 法第73条の27の２第３項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする者は、当該不動産取得税の年度及び税額並びに第91

条第１項各号（次条の規定による徴収猶予の適用を受けた場合に

あっては、第91条の２第１項各号）に掲げる事項を記載した還付

申請書を知事に提出しなければならない。 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の徴収猶予の特例に関する申告） 

第92条の２ 法附則第60条第２項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第２項の規定の適用を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該住宅を取得した日から

 

（耐震基準不適合既存住宅の取得に対する不動産取得税の徴収猶予

に関する申告等） 

第92条 略 

２ 法第73条の27の２第３項の規定による不動産取得税の還付を受

けようとする者は、当該不動産取得税の年度及び税額並びに前条

第１項各号に掲げる事項を記載した還付申請書を知事に提出しな

ければならない。 
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耐震改修の日後６月以内に第84条第１項の規定による申告をする

際に併せて知事に提出しなければならない。 

(１) 住宅を取得した者の住所及び氏名 

(２) 住宅の所在、家屋番号、用途及び床面積 

(３) 住宅を取得した年月日 

(４) 耐震改修に係る契約の締結年月日 

(５) 耐震改修の着工及び完成の予定年月日 

(６) その他知事が必要であると認める事項 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に

規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第60条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 
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(２) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第60条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(３) その他知事が必要であると認める書類 

 

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 略 

２ 法第157条第１項第１号ロ（同条第４項において準用する場合

を含む。）又は第２号ロに掲げる自動車に対しては、当該自動車

の取得が令和元年10月１日から令和３年３月31日までの間（第

137条の６第２項において「特定期間」という。）に行われたと

きに限り、第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能割

を課さない。 

 

 

 

 

 

（環境性能割の非課税） 

第136条の２ 略 

２ 法第157条第１項第１号ロ（同条第４項において準用する場合

を含む。）又は第２号ロに掲げる自動車に対しては、当該自動車

の取得が令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間（第

137条の６第２項において「特定期間」という。）に行われたと

きに限り、第135条の２第１項の規定にかかわらず、環境性能割

を課さない。 

  

第２条 鳥取県税条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。 
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改       正       後 改       正       前 

  

（住宅借入金等特別控除） 

第24条の３ 略 

２ 略 

３ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイル

ス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関

する法律（令和２年法律第   号。次条第５項において「新型

コロナウイルス感染症特例法」という。）第６条第４項の規定の

適用を受けた場合における前項の規定の適用については、同項中

「令和15年度」とあるのは、「令和16年度」とする。 

 

（寄附金税額控除） 

第24条の４ 略 

２～４ 略 

（住宅借入金等特別控除） 

第24条の３ 略 

２ 略 

 

 

 

 

 

 

 

（寄附金税額控除） 

第24条の４ 略 

２～４ 略 
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５ 所得割の納税義務者が、前年中に新型コロナウイルス感染症特

例法第５条第４項に規定する指定行事のうち、知事が指定するも

のの中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定

行事の入場料金、参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利

の全部又は一部の放棄を同条第１項に規定する指定期間内にした

場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中に法

附則第60条第２項に規定する道府県放棄払戻請求権相当額の法第

37条の２第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなし

て、第１項の規定を適用する。 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の減額の特例に関する申告） 

第91条の２ 法附則第62条第１項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第１項の規定の適用を受けようとする者は、

知事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した申告書

を知事に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の減額の特例に関する申告） 

第91条の２ 法附則第60条第１項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第１項の規定の適用を受けようとする者は、

知事が別に定める期日までに、次に掲げる事項を記載した申告書

を知事に提出しなければならない。 

―
2
0
―



(１)～(６) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、第92条の２に規定する徴収猶予の申告書を提出した

場合にあっては、第１号及び第３号に掲げる書類を添付すること

を要しない。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に

規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第62条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 

(２) 略 

(３) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第62条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(４) 略  

 

(１)～(６) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。ただし、第92条の２に規定する徴収猶予の申告書を提出した

場合にあっては、第１号及び第３号に掲げる書類を添付すること

を要しない。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に

規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第60条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 

(２) 略 

(３) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第60条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(４) 略 
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３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第62条第１項の

規定により読み替えて適用される法第73条の27の２第１項の規定

の適用を受けようとするものは、住宅の取得につき同項の規定の

適用があるべき旨を付記した第84条第１項の申告書を提出するこ

とにより、第１項の申告書の提出に代えることができる。この場

合においては、第84条第１項の申告書に前項の書類を添付しなけ

ればならない。 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の徴収猶予の特例に関する申告） 

第92条の２ 法附則第62条第２項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第２項の規定の適用を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該住宅を取得した日から

耐震改修の日後６月以内に第84条第１項の規定による申告をする

際に併せて知事に提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 

３ 第84条第１項の申告書を提出する者で、法附則第60条第１項の

規定により読み替えて適用される法第73条の27の２第１項の規定

の適用を受けようとするものは、住宅の取得につき同項の規定の

適用があるべき旨を付記した第84条第１項の申告書を提出するこ

とにより、第１項の申告書の提出に代えることができる。この場

合においては、第84条第１項の申告書に前項の書類を添付しなけ

ればならない。 

 

（新型コロナウイルス感染症等に係る耐震基準不適合既存住宅の取

得に対する不動産取得税の徴収猶予の特例に関する申告） 

第92条の２ 法附則第60条第２項の規定により読み替えて適用され

る法第73条の27の２第２項の規定の適用を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した申告書を、当該住宅を取得した日から

耐震改修の日後６月以内に第84条第１項の規定による申告をする

際に併せて知事に提出しなければならない。 

(１)～(６) 略 
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２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に

規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第62条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 

(２) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第62条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(３) 略 

２ 前項の申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

(１) 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措

置の影響により当該住宅をその取得の日から６月以内に前項に

規定する者の居住の用に供することができなかったことにつき

法附則第60条第１項の総務省令で定めるところにより証明する

書類 

(２) 法第73条の27の２第１項に規定する耐震改修に係る契約を

法附則第60条第１項に規定する政令で定める日までに締結して

いることを証明する書類 

(３) 略 

  

附 則 

この条例は、地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第   号）の施行の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３

年１月１日から施行する。 
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